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公布された法令のあらまし 

県民ボランタリー活動の促進等に関する条例施行規則の一部を改正する規則（規則第６号） 

特定非営利活動促進法の一部改正により、仮認定特定非営利活動法人の名称が特例認定特定非営利活動法人

に変更されること、認定特定非営利活動法人及び仮認定特定非営利活動法人の海外への送金又は金銭の持出し

に係る書類の知事への事前提出が不要となること等に伴い、所要の整備を行うこととした。 

単純な労務に雇用される職員の給与に関する規則の一部を改正する規則（規則第７号） 

 一般職に属する職員の給与改定に準じ、単純な労務に雇用される職員の給与改定を行うこととした。 

国民健康保険運営協議会規則（規則第８号） 

 国民健康保険事業の運営に関する重要事項の審議を行うため設置する国民健康保険運営協議会の組織及び運

営に関して必要な事項を定めることとした。 

規         則 

県民ボランタリー活動の促進等に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成29年３月23日 

                                   兵庫県知事 井 戸 敏 三  

兵庫県規則第６号 

県民ボランタリー活動の促進等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

県民ボランタリー活動の促進等に関する条例施行規則（平成10年兵庫県規則第91号）の一部を次のように改

正する。 

第２条の２第１項中「又はインターネットの利用」を削り、同条第２項及び第３項中「第24条の４」を「第

24条の３」に改める。 

 第22条の見出し中「助成金支給書類等」を「助成金支給書類」に改め、同条第２項を削る。 

 第23条の見出しを「（特例認定申請書等）」に改め、同条第１項中「様式第22号」を「様式第21号」に改める。 

 第24条第１項中「様式第23号」を「様式第22号」に改める。 

 様式第５号注４中「又は仮認定特定非営利活動法人」を「又は特例認定特定非営利活動法人」に改め、同様

式注４(1)中「仮認定特定非営利活動法人」を「特例認定特定非営利活動法人」に、「仮認定の」を「特例認定

の」に改め、同様式注４(2)中「仮認定」を「特例認定」に改め、同様式注４(3)イ(ｷ)中「（その金額が200万円

以下の場合に限る。）」を削り、同様式注４(4)中「及び第４項に規定する次の」を「に規定する助成金の支給の

実績を記載した」に改め、同様式注４(4)ア及びイを削る。 

様式第14号（裏面）の部中「仮認定特定非営利活動法人」を「特例認定特定非営利活動法人」に改める。 

 様式第15号中「過去の仮認定」を「過去の特例認定」に、「（仮認定」を「（特例認定」に、「仮認定取消し」

を「特例認定取消し」に改め、同様式注２中「仮認定」を「特例認定」に改める。 

 様式第17号及び様式第18号中「仮認定」を「特例認定」に改める。 

 様式第19号中「仮認定」を「特例認定」に改め、「（その金額が200万円以下の場合に限る。）」を削る。 

 様式第20号中「仮認定」を「特例認定」に改める。 
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 様式第21号を削る。 

様式第22号中「仮認定特定非営利活動法人」を「特例認定特定非営利活動法人」に、「仮認定を」を「特例認

定を」に、「仮認定の」を「特例認定の」に改め、同様式を様式第21号とする。 

 様式第23号中「仮認定」を「特例認定」に改め、同様式を様式第22号とする。 

附 則 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。ただし、第２条の２第２項及び第３項の改正規定は、公布の

日から施行する。 

 

単純な労務に雇用される職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成29年３月23日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三 

兵庫県規則第７号 

単純な労務に雇用される職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 

 単純な労務に雇用される職員の給与に関する規則（昭和35年兵庫県規則第16号）の一部を次のように改正す

る。 

附則第12項中「、職員」の右に「（第10条の規定により一般職員の例により支給する期末手当について、給与

条例第25条第５項の規定による期末手当基礎額の加算を受ける者に限る。）」を加え、「次の各号に掲げる職員の

区分に応じ当該各号に定める割合」を「100分の0.7」に改め、同項各号を削る。 

附 則 

 この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

 

 国民健康保険運営協議会規則をここに公布する。 

  平成29年３月23日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

兵庫県規則第８号 

   国民健康保険運営協議会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、国民健康保険運営協議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営に関して必要な事項

を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、知事の諮問に応じ、次に掲げる事項を審議する。 

 (1) 持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成27年法律第31

号。以下「改正法」という。）附則第７条の規定による国民健康保険事業の運営に関する方針の作成に関す

ること。 

 (2) 改正法附則第９条の規定による国民健康保険事業費納付金（改正法第４条の規定による改正後の国民健

康保険法（昭和33年法律第192号）第75条の７第１項に規定する国民健康保険事業費納付金をいう。）の算

定に関すること。 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、国民健康保険事業の運営に関する重要事項 

（組織） 

第３条 協議会は、委員14人で組織する。 

（委員の委嘱） 

第４条 委員は、次に掲げる者のうちから、知事が委嘱する。 

 (1) 国民健康保険の被保険者を代表する者 

 (2) 健康保険法（大正11年法律第70号）第64条に規定する保険医又は保険薬剤師を代表する者 

 (3) 公益を代表する者 

 (4) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第７条第３項に規定する被用者保険等保険者

を代表する者
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（委員の任期） 

第５条 委員の任期は、平成30年３月31日までとする。 

（会長） 

第６条 協議会に、会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選によって定める。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員が、その職務を代理す

る。 

（会議） 

第７条 協議会は、会長が招集する。 

２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

（補則） 

第８条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、協議会が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

（招集の特例） 

２ この規則の施行の日以後最初に開かれる協議会は、第７条第１項の規定にかかわらず、知事が招集する。 

（この規則の失効） 

３ この規則は、平成30年３月31日限り、その効力を失う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


